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　東京都議会第３回定例会報告

～都議会定例会において文書質問より抜粋～

　さて、最近の死亡形態は、病死又は自殺を偽装した事件
が全国的に増加傾向を示し、加えて、高齢化社会を反映し
た独居老人の急死、乳幼児の突然死及び成人の過労死が発
生するなど変化している。この種事案は、死体の検死又は
見分けによる外表所見のみでは死因の判断が難しく、か
つ、司法解剖の要件を充足しないため解剖できないものが
多く、死体の適正な取り扱いのためには解剖による死因究
明を行う必要があり、この傾向は今後ますます高まること
が予想される。　
　警察庁は「犯罪死を見逃しかねない」と指摘されている
現在の検視体制など死因究明制度を強化し欧米に比べ遅れ
ていた制度の改革に向けた作業が本格化させ、死者の尊厳
と、生きている者のより良い生のため、我が国の検死制度
の抜本的な改革、構築が必要であるとしている。

　刑事司法上の死因究明制度には、その死亡が犯罪によ
るかどうか明らかでない死体（変死体）について、刑事
訴訟法第229条に基づく「検視」すなわち死亡が犯罪に
よるものかどうかを判断するために五官の作用により死
体の状況を調べること、及び検視によっても死因の究明
が困難な変死体について、刑事訴訟法第225条に基づく
「司法解剖」により死因の究明を行うことの２つの方法
があります。
　次に、公衆衛生上の死因究明制度としては、死体解剖
保存法に基づき、監察医制度施行地域においては、伝染

病、中毒または災害により死亡した疑いのある死体その
他死因の明らかでない死体について、その原因を明らか
にするため監察医に検案をさせ、検案によっても死因の
判明しない場合には、遺族の承諾がなくても解剖をさせ
ることができることになっており、東京都23区において
は監察医務院を設置して検案・解剖を行っています。ま
た、監察医制度施行地域でない多摩・島しょ地域におい
ては、「多摩・島しょ地域監察医務業務実施要綱」に基
づき、検案業務を実施し、検案によっても死因が判明し
ない場合には、遺族の承諾を得て解剖を行っています。
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東京都監察医務院、死後画像診断導入へ
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欧を含む先進国は、日本と同じく検視を得て解剖し、解剖率は20～100％と高い。1998年の病理解剖を含む統計
は、変死体の解剖率、ハンガリー49%、スエーデン37%、フィンランド36%、イギリス24%、アメリカ12%、ド

イツ８%、日本はわずか４%であった。また、我が国は
地域格差も大きく、神奈川県の解剖率は29.3％だが、
鹿児島県は0.9％にとどまっている。
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我が国の死因研究制度には、
刑事司法上のものと、公衆衛生上のものとがある。両者について概要を伺う。

〈東京新聞  2010年9月23日より抜粋〉 
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築地市場の再整備に向け

m都議会では、平成22年度予算の付帯決議に基づき、築地市
場の現在地での再整備の可能性について検討することになって
います。都議会民主党で、築地再整備のアイデア募集をしたと
ころ、45件ものアイデアが寄せられました。今後、都議会民
主党では、これらアイデアを類型化しながら、都議会に提示し
ていきます。
　また、本会議の代表質問に
対して、東京都は「検討チー
ムを設置した」と述べるとと
もに「今後は議会の検討に協
力し有効な方策を検討してい
く」と答えています。

都民のアイデア募り、実現に着手！
新生児医療充実のため
積極的な取り組みを求める

m都議会民主党は、ＮＩＣＵ
1.5倍を目標にするよう求めて
きました。都も今年度になっ
て、ようやく目標値を明らか
にして増床に取り組んでいま
す。そこで、今定例会では、
増床の努力に加え、ＮＩＣＵから出た子どもなどが入る、いわ
ゆるＧＣＵを地域中核病院へ確保することを、積極的に検討す
べきと求めました。
　都は、ＮＩＣＵとＧＣＵを切れ目なく確保するため、新たに
指定する多摩新生児連携病院の機能も活用して、リスクに応じ
た連携に取り組むと答弁しています。
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　警察官による死体の判別を正確に行うために、大学の
法医学教室などで法医学の知識を修得した警部以上の検
視官を鑑識課に配置し、すべての死体取扱時の監察結果
を報告させることにより、警察署における検視をチェッ
クしています。そして、監察結果から専門官による検視
が必要と判断したものについては、検視官が臨場して検
視を行い、その際には、ポータブルＸ線撮影装置、ポー

タブル超音波画像診断装置などの資機材を活用して検視
の正確性を担保しています。
　また、警察署の各級捜査幹部に対しては、検視実務研
修を実施し検視実務能力の向上を図っています。
　なお、すべての死体取扱時に医師の立会いを求めて、
その助言を得ています。

異状死体に関する情報の分類は司法警察員が行っており、医師の介入がないが、
現場の警察官による判別の正確性をどのように担保するのか伺う。
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　監察医制度施行地域以外の多摩・島しょ地域において
は、社団法人東京都医師会に検案業務を、東京慈恵医科
大学と杏林大学に解剖業務を委託し実施しています。東

京都監察医務院の検案と同水準の正確性を確保するた
め、東京都監察医務院において検案医の養成教育研修を
実施しています。

異状死体の検視の主体は司法警察員である一方、監察医制度施行地域では監察医が検案を行い、
それ以外の地域では、法医学の専門でない医師が検案を実施している。
そこで、検案の正確性をどのように担保するのか伺う。
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 「死後画像診断」を導入することは、より的確な検案・
解剖を行うための事前情報を得ることが期待でき、有用
であると考えています。

　現在、東京都監察医務院立替計画において、導入に向
けた検討を行っています。

ＣＴなどを活用した「死後画像診断」の導入により、解剖の必要性を判断する材料を得られる。
都としても導入すべきと考えるが、見解を伺う。
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